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前期比（％）

4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9

実質ＧＤＰ － 2.1 － 1.0 － 2.7 － 3.1 0.7 0.3 1.2 － 0.9

同 　   (年  率) － 8.1 － 4.0 － 10.2 － 11.9 2.7 1.3 4.8 － 3.5

同　    (前年同期比) － 0.3 － 1.4 － 4.1 － 8.9 － 5.8 － 5.1 － 4.5 － 0.6

内需寄与度　　　　　 (*) － 1.7 － 0.5 － 0.4 － 2.4 － 0.7 － 0.1 0.8 － 0.9

個人消費 － 1.6 － 0.1 － 0.9 － 1.2 1.2 0.9 0.7 0.2

住宅投資 0.2 3.9 2.5 － 6.4 － 9.4 － 7.9 － 7.7 － 0.2

設備投資 － 1.6 － 4.4 － 6.7 － 8.4 － 4.6 － 2.8 1.6 － 4.4

民間在庫　　　　　 (*) － 0.1 0.2 0.9 － 0.4 － 0.7 0.1 0.4 － 0.3

政府最終消費 － 1.2 － 0.2 1.2 0.7 0.3 － 0.1 0.4 － 0.5

公共投資 － 5.4 0.7 0.4 3.7 6.3 － 1.6 － 1.2 － 0.4

外需寄与度　　　　　 (*) － 0.4 － 0.5 － 2.3 － 0.7 1.4 0.4 0.4 0.0

輸出 － 4.0 － 2.0 － 13.9 － 21.3 6.5 6.5 6.4 0.1

輸入 － 2.3 0.7 － 1.6 － 15.0 － 3.4 3.3 3.4 － 0.1

名目ＧＤＰ － 2.3 － 2.2 － 0.8 － 3.0 － 0.7 － 0.9 － 0.1 － 0.8

同  　  (年  率) － 9.0 － 8.5 － 3.3 － 11.5 － 2.8 － 3.4 － 0.3 － 3.1

同 　   (前年同期比) － 1.7 － 2.6 － 3.8 － 8.6 － 6.3 － 5.6 － 4.4 － 1.2

－ 1.4 － 1.2 0.4 0.3 － 0.5 － 0.5 0.2 － 0.7

(注)内需寄与度、民間在庫、外需寄与度は実質ＧＤＰに対する寄与度

(出所)内閣府「国民経済計算」
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2009 年 7～9月期のＧＤＰ（2次速報値） 

～実質成長率は前期比＋0.3％へ大幅下方修正～ 

 

本日発表された 2009 年 7～9月期の実質ＧＤＰ（2次速報）は前期比＋0.3％（同年率＋1.3％）

となり、1次速報の同＋1.2％（同年率＋4.8％）から大幅に下方修正された。名目成長率も同－0.9％

と 1次速報の同－0.1％から下方修正され、ＧＤＰデフレーターも前年同期比－0.5％と 1次速報の

＋0.2％から下方修正された。 

今回、2008 年度の確報値の発表に伴い過去にさかのぼって実績値が修正されているため単純な比

較はできないが、需要項目別に 1次速報からの修正状況をみると、個人消費は前期比＋0.9％と上方

修正され、住宅投資は同－7.9％と下方修正された。需要サイドの統計である法人企業統計調査の結

果などを受けて、設備投資は同＋1.6％から同－2.8％へ、民間在庫の実質ＧＤＰに対する前期比寄

与度は＋0.4％から＋0.1％へと、どちらも大きく下方修正された。また、政府最終消費は同－0.1％

へ、公共投資は同－1.6％へとともに下方修正された。この結果、内需の前期比寄与度は 1次速報の

＋0.8％から－0.1％へ大きく下方修正されることとなった。輸出及び輸入はどちらも 1次速報とほ

とんど変わらなかったため、外需の前期比寄与度は＋0.4％のままだった。 

設備投資など企業部門を中心に大きく下方修正される結果となったが、実質ＧＤＰ成長率は 2四

半期連続のプラスを維持した。輸出や鉱工業生産は増加が続いており、大規模な経済対策の効果が

個人消費や公共投資を中心に需要を押し上げている。需要に比べ供給力が過大となっているため企

業が増産のための投資や雇用の拡大を積極的に行う経営環境には至っていないものの、機械受注統

計からは設備投資もようやく下げ止まりの兆しがうかがえ、失業率が 3ヶ月連続で低下するなど雇

用環境も最悪期を脱しつつある。経済対策の効果が今後弱まっていくことが懸念されるが、世界経

済の回復を背景とした輸出の増加は足元でも続いており、景気回復のモメンタムは失われていない。

日本経済は今後も緩やかながらも持ち直しの動きが続くだろう。 

 

お問合せ先 調査部 鶴田零 E-mail：            
 

図表 四半期別ＧＤＰ成長率（需要項目別） 
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